
 

 

事業事前評価表 
 

１．案件名 
エジプト国上エジプト学校保健サービス促進プロジェクト 
（Project for the promotion of School Health Service in Upper Egypt） 
 

２．協力概要 
（１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本プロジェクトは、学校保健サービスの質の向上を目的として、中央および地方レベ

ルによる学校保健活動のモニタリング・指導監督体制の整備、学校保健関係者の能力強

化、教員や保護者の学校保健活動への参画促進を通じた学校保健実施体制を強化する。

上エジプト地域ファユーム県タメイヤ郡をパイロット地域とし、実施体制の強化のもと

ヘルスプロモーションスクール1
 という実践的な学校保健モデルを開発し、将来的には

上エジプト地域におけるヘルスプロモーションスクールの増加によって、学校保健が推

進され、更には学齢期の児童の健康状態が改善されることをめざす。 
 

（２）協力期間 
2008年９月～2012年８月（４年間） 

 
（３）協力総額（日本側） 

約3.8億円（概算） 
 
（４）協力相手先機関 

保健人口省学齢期児童健康部（SAHCD）、健康保険庁（HIO） 
 
（５）国内協力機関 

未定 
 
（６）裨益対象者及び規模、等 

１）直接裨益者 
ａ）中央レベル 

保健人口省プライマリヘルスケアセクター学齢期児童健康部および健康保険庁の

行政官 
ｂ）県・郡レベル 

・プロジェクトパイロット地域（ファユーム県タメイヤ郡）の県・郡保健事務所の

行政官、健康保険クリニックの学校医・学校看護師、保健所の医師・看護師など

保健医療スタッフ（約150人） 
・上エジプト地域の他県における県・郡保健事務所の行政官、健康保険クリニック

の学校医・学校看護師、保健所の医師・看護師など保健医療スタッフ 

                                                        
1 ヘルスプロモーションスクール（Health Promotion School）とは、「本プロジェクトを通して開発される学校保健活動を

実施する学校」と定義し、子どもの健康状態の改善を目的に、中央・県・郡レベルのモニタリング・指導監督体制によ

って支えられ、それぞれの学校の状況に応じた学校保健活動を段階的に実施する。WHOが実施した“Health Promoting 
School”とは区別する。  
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ｃ）学校レベル 
ファユーム県タメイヤ郡の小・中学生（約10,000人）、教員 

２）間接裨益者 
ａ）中央レベル 

教育省のスタッフ 
ｂ）学校レベル 

上エジプト地域他県の小・中学生（約500万人）、教員 
 

３．協力の必要性・位置づけ 
（１）現状及び問題点 

エジプト・アラブ共和国（以下、「エ」国と記す）における保健をとりまく状況は全

般的に改善傾向にあるが、地域、経済、教育水準など様々な要因により格差が拡大して

おり、地方や農村部の貧困層では保健医療サービスへのアクセスが低く、保健指標の改

善が遅れている。特に、地方あるいは都市部の貧困コミュニティの学齢期の子どもの間

では、貧血、成長不良、寄生虫症などの発生が大きな問題となっている。しかしなが

ら、これまで「エ」国における他ドナーの支援は、主に乳幼児や妊産婦を対象としてお

り、学齢期の子どもを対象とした健康改善・保健医療サービス向上を目的とした支援は

あまり行われてこなかった。 
「エ」国では、1957年大統領令第273号により、学校保健部門が教育省から保健省に

移管されることとなり、1993年にはすべての学童の健康保険加入が制度化され「学校保

険法ガイドライン（Manual of Student Health Insurance Act）」が定められた。同ガイドラ

インでは、健康保険庁（HIO）の管轄するクリニックに所属する学校医・学校看護師等

によって、定期健康診断、予防接種、感染症の報告、医学的な診察検査、健康的な学校

環境の維持、健康教育、飲料水検査などの学校保健サービスが実施されることが規定さ

れており、学校における子どもへの保健サービスはこの健康保険制度により保障されて

いる。しかし、学校医・学校看護師等は複数の学校を管轄していることが多く、学校

医・学校看護師等の増員計画はあるものの早急な配置は見込めないため、十分な学校保

健サービスが行き届くには至っていない。他方、学校医・学校看護師等がいない学校は

保健人口省プライマリヘルスケアセクターが管轄する一次医療施設の医師・看護師によ

ってカバーされることになっているが、他業務との兼ね合いにより学校保健サービスが

十分に提供されているとはいえない。さらに、教員や学童は学校保健活動を主体的に行

う意識が醸成されていないため、学校での保健活動の実践は不十分である。 
このような状況に対し、行政官や学校医・学校看護師等による学校保健実施体制の整

備を図るとともに、学校医、学校看護師等だけに頼らない、地域の医師・看護師、教

員、学童、保護者を含むコミュニティを巻き込んだ形での学校保健活動の実践が必要で

あり、学校の状況に応じて健康教育、衛生環境の整備、保健医療活動等それぞれの活動

に優先順位を付けながら取り組み主体の役割分担を図ることで、現状を踏まえた学校保

健サービスの促進が望まれる。 
 
（２）プロジェクト形成にあたっての背景 

「エ」国における学校保健に関する協力は本プロジェクトが最初となる。これまでの

日本の支援は他ドナーと同様に乳幼児や妊産婦を対象としたものであったが、全般的な

保健状況の改善の中で、その影に存在する格差拡大により取り残された地方や貧困層の
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医療サービスへのアクセス改善の必要性があった。また、「エ」国に派遣されてきた就

学前教育にかかわる青年海外協力隊員からは、施設における衛生概念の欠如が指摘され

ていた。このような状況を受け、2005年より保健医療サービス向上プログラムの案件形

成のために企画調査員が派遣され、貧困層が抱える健康問題に対し、就学齢期の段階か

ら対策を行うアプローチとして学校保健サービス促進のためのプロジェクトが形成され

た。 
 
（３）相手国政府国家政策上の位置づけ 

「エ」国国家５ヵ年計画の保健セクターでは、保健サービスの質の改善、遠隔地にお

けるサービスへのアクセス向上、地方と都市部の格差是正、治療と予防サービスの財源

支出格差の是正などが重点分野としてあげられている。特に、社会開発が遅れている上

エジプト地域の貧困削減対策は大きな課題の一つであることから、上エジプトの農村地

域をターゲットとする本プロジェクトは、「エ」国の国家５ヵ年計画と整合性がある。

また、1997年から世界銀行、USAIDの主導のもと実施されている「保健セクターリフォ

ーム計画」は、保健医療サービスの向上、組織・運営能力の向上等をめざしており、本

プロジェクトが目的とする「学校保健サービスの質の向上」にも合致する。 
 
（４）我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置づけ（プログラムにおけ

る位置づけ） 
「エ」国に対する国別援助計画（案）において、「貧困削減・生活の質の向上」は援

助計画目標とされ、基礎医療サービスの向上を含む保健医療の充実は、重点分野として

位置づけられている。また、JICA国別事業実施計画でも、保健医療サービスの向上は

重要な開発課題とされており、本プロジェクトは、学童の健康・栄養状態の改善をめざ

した「公共サービス拡充・改善プログラム」の一環を成すものである。 
 

４．協力の枠組み 
〔主な項目〕 
（１）協力の目標（アウトカム） 

１）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 
＜プロジェクト目標＞ 

・ヘルスプロモーションスクールの普及を通じて、タメイヤ郡において学校保健サ

ービスの質が向上する。 
・上エジプト地域において、ヘルスプロモーションスクール普及の基盤が整う。 

＜指標・目標値＞ 
・学校保健サービスに対する教員、児童、保護者の不満足度の減少 
・保健指標の改善 

２）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 
＜上位目標＞ 

・上エジプト地域におけるヘルスプロモーションスクールと学校保健サービスの拡

大を通じて、学校保健が推進される。 
＜指標・目標値＞ 

・上エジプト地域５県以上でのヘルスプロモーションスクールの導入 
・保健人口省児童健康部による定期的な研修の実施 
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＜スーパーゴール＞ 
・上エジプト地域において、学齢期の子どもの健康状態が改善する。 

＜指標・目標値＞ 
・保健指標の改善 

 
（２）成果（アウトプット）と活動 

１）成果１：学校保健モニタリング・指導監督の仕組みが、郡レベルで開発・設置され

るとともに、中央・県レベルで強化される。 
 
＜活動＞ 

1-1 学校保健に関与する郡、県、中央の行政官および学校医・学校看護師等の代表

に対し、学校保健モニタリング・指導監督に関するワークショップを開催す

る。 
1-2 学校保健モニタリングに関するガイドラインと実践マニュアルの草案を策定す

る。 
1-3 学校長を含む関係者の参画を得て、ヘルスプロモーションスクールのパイロッ

ト校をタメイヤ郡の学校の中から選ぶ。 
1-4 タメイヤ郡の選定されたパイロット校の参画を得て、実際のモニタリング・指

導監督計画の草案を策定する。 
1-5 モニタリング・評価のためのベースラインデータを収集する。 
1-6 策定されたモニタリング・指導監督草案に基づき、実施（登録、地域医療施設

での記録、学校医／学校看護師およびパイロット校のモニタリングなど）し、

評価し、修正する。 
1-7 学校保健に関与する中央、県、郡の行政官に対し、学校保健モニタリング、指

導監督に関する定期的な研修を実施する。 
 

＜指標・目標値＞ 
・定期的なモニタリングの実施 
・定期的な指導監督の実施 

 
２）成果２：タメイヤ郡において、学校保健サービスの提供が促進される。 

 
＜活動＞ 

2-1 ヘルスプロモーションスクールのパイロット校に必要な学校医、学校看護師お

よび検査技師を任命、配置する。 
2-2 各パイロット校において学校保健活動を実施する場所（学校クリニックが設置

されていない場合は教室など）を確保・整備する。 
2-3 学校医、学校看護師および検査技師を対象に、学校保健およびヘルスプロモー

ションスクールに関する研修を実施する。 
2-4 健康教育マニュアル（児童のための学習教材、教員やインストラクターのため

の指導教材、学校看護師のためのガイドやマニュアルなど）を開発する。 
2-5 学齢期児童健康部と健康保険庁との連携会議を定期的に開催する。 
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＜指標・目標値＞ 
・ヘルスプロモーションスクールの数（20校以上） 
・学校保健サービスの改善（パイロット校の教員による評価） 

 
３）成果３：学校保健にかかわる人材が強化される。 

 
＜活動＞ 

3-1 パイロット校以外の学校保健に関与する関係者への定期的な研修を実施する。

3-2 学校保健に関与する医師・看護師の職務分掌の草案を策定し、タメイヤ郡での

パイロット校での経験に基づいて、修正する。 
3-3 地域（第一次）医療施設における保健医療スタッフの職務分掌や学校保健専任

医師の柔軟な配置などについて、中央レベルの政策に反映させるよう議論・検

討する。 
3-4 政策に反映させるために中央レベルにおいて、学校保健に関する卒前教育カリ

キュラム改訂について、検討する。 
3-5 実践的なモデルであるヘルスプロモーションスクールを他県に普及するため

に、タメイヤ郡の経験を基に、国のアクションプランを策定する。 
3-6 実践的なモデルであるヘルスプロモーションスクールの学校保健活動の成果を

他県や他の開発パートナーに紹介・普及するために、国レベルのセミナーを開

催する。 
 

＜指標・目標値＞ 
・研修終了後の自己評価 
・研修に基づいた業務の改善の報告 

 
４）成果４：教員や保護者などによるヘルスプロモーションスクールを支援する活動が

強化される。 
 

＜活動＞ 
4-1 タメイヤ郡内のパイロット校の教員を対象に、学校保健およびヘルスプロモー

ションスクールに関する研修を実施する。 
4-2 プロジェクトの研修で強化された教員らと協働して、ヘルスプロモーションス

クールの活動のために、キャンペーンなどを通して保護者会の活性化を図る。

4-3 保護者およびコミュニティの意識啓発のための実践的かつ視覚的な学校保健推

進教材を開発する。 
4-4 ヘルスプロモーションスクールでの活動に関してパイロット校と地方行政機関

との間に連絡協議会を設置する。 
 

＜指標・目標値＞ 
・各パイロット校における新しい支援活動の実施 
・グッドプラクティスの蓄積 
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（３）投入（インプット） 
１）日本側（総額約3.8億円：概算） 

・専門家派遣 
・供与機材（学校保健クリニックの基本設備、事務機器、車両等） 
・研修員受入れ 
・現地業務費（研修実施経費、現地コンサルタント活用費ほか） 

 
２）「エ」国側 

・カウンターパートの配置（保健省、県・郡保健事務所） 
・カウンターパートの人件費 
・プロジェクト事務所スペースの提供（保健人口省学齢期児童健康部、ファユーム

県・郡保健事務所）、事務所維持経費（電気代、水道代等） 
・パイロット校におけるスクールクリニックのスペースの提供（20校） 
 

（４）外部要因（満たされるべき外部条件） 
１）「エ」国政府による学校保健への積極的な参画が継続する。 
２）プロジェクトにより能力強化された人材が、他部署に異動しない。 
３）深刻な伝染病などが発生しない。 

 
５．評価５項目による評価結果 

評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点からプロジェク

トの事前評価を行った結果、以下に述べることを根拠として、事前評価段階での総合的妥当

性は高いと判断される。 

（１）妥当性 
農村部を中心とする保健サービスへのアクセスが容易ではない児童に対して、より効

果的かつ持続的な学校保健サービス提供を可能にする仕組みづくりを目的とする本プロ

ジェクトは、以下に示すとおり、「エ」国の上位政策や受益者のニーズ、また日本の援

助政策との十分な整合性が存在することから、妥当性は高いと判断できる。 
現在進められているヘルスセクターリフォーム計画では、全国民に対して基礎的な保

健医療サービスを提供することを長期的目標としている。また、最も弱い立場にある国

民に優先順位を置くことを「エ」国政府は宣言しており、児童・生徒を含めた家庭全体

を受け持つ家庭保健医・看護師および関連保健スタッフの残留率を高め、予防医療に重

点を置く「家族保健モデル（Family Health Model）」が推進されている。本プロジェク

トによる受益者は、研修参加によって能力強化される保健人口省の保健医療スタッフ・

行政官と、それらの人材とともに学校保健活動に参画するファユーム県タメイヤ郡のパ

イロット校20校をはじめとする小中学校の児童たちである。労働環境の厳しい農村部に

おいて、医療スタッフの定着率は低いうえ、保健医療スタッフ・行政官の学校保健の知

識や経験は乏しく、また最前線の保健医療スタッフを支えるモニタリング・指導監督の

仕組みも現実には機能していないことから、本プロジェクトによって能力強化される意

義とニーズは高い。また、児童にとって保健サービスへのアクセスが容易でないことか

ら受益者のニーズも高い。さらに、保健・医療の充実、社会福祉の向上が「エ」国に対

する援助重点分野と位置づけられており、我が国の援助政策とも合致している。 
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（２）有効性 
有効性は高いことが見込まれる。「ヘルスプロモーションスクールの普及を通じて、

タメイヤ郡において学校保健サービスの質が向上する」というプロジェクト目標は、学

校保健にかかわる保健医療スタッフ個人のスキルアップと同時に、モニタリング・指導

監督機能や研修実施能力などを含む組織全体としてのマネジメント能力を高めた結果と

して現れる状況である。本計画で目標達成の戦略として設置された４つの成果は、以下

の理由により、プロジェクト目標を達成するうえで必要不可欠である。 
成果１は、現時点においては存在していない郡レベルでのモニタリングおよび指導監

督体制を整備し、これを継続的に機能する仕組みとするために、郡レベルを支える県・

国レベルでのモニタリングおよび指導監督体制を改善・強化することをめざしている。

本プロジェクトが、パイロット地域内に限定されたサービス改善ではなく、国全体で機

能する仕組みづくりに貢献するためには、郡・県・国を結び、さらに各行政レベルで横

並びのアクターを結びつけていく仕組みの構築が必要となる。 
成果２は、実際に学校保健サービスの提供が効率的・効果的に実施され、かつ、外部

からの投入が存在しない場合においても自立発展的なサービスを提供するためにはどの

程度のサービス内容にするべきか、どのような方法が最も負担が少なく継続性が確保さ

れ得るかなどの実験証明となる。タメイヤ郡というパイロット地域で、人口の大半が農

村部に暮らす上エジプト９県に普及し得る実践的学校保健モデル＝ヘルスプロモーショ

ンスクールをプロジェクト期間を通じて開発する。他のアウトプットに支えられて実施

されるアウトプット２の実際の学校保健活動は、学校保健サービスの向上に直接的に資

するものである。 
成果３は、学校保健にかかわる保健医療スタッフ個人のスキルアップと同時に、これ

ら個々人の能力を有効に配置・活用できる組織全体としての総合的なマネジメント能力

を高め、学校保健サービスが滞りなく行われる状況を作り出すために不可欠の要素であ

る。また、成果１とともに、パイロット地域での経験を他地域へと拡大・普及するため

の足がかりとなる成果である。 
成果４は、教育省の管轄する学校の現場でかかわる人々、すなわち校長を含む学校の

教員たちが、学校保健の極めて重要なアクターとなるほか、保護者の果たす役割が非常

に大きい。また、学校・学校教員を指導監督する郡・県ひいては中央の教育省の協力

は、学校保健サービスの提供を通じた子どもの健康改善には不可欠であるため、学校保

健を支えるサポーターの活動として成果４も必須の要素である。今後の課題として、教

育省との協力・協働関係を正式に作り上げ、協働して行う活動の内容をより詳細に計画

する必要がある。 
 
（３）効率性 

以下に詳細を示すとおり、活動内容が研修中心となっていること、高額の機材を伴う

活動ではないこと、現地の人材リソースを十分に活用すること、また広範な人材が研修

参加者としてカバーされるように、限られた予算から最大限の効果が引き出せるよう計

画されていることから、効率性は高いと予測される。 
活動の中心は研修であり、機材は学校保健活動に必須の学校保健クリニックの備品な

ど基礎的な保健医療資機材となる。また、「エ」国内の各種専門性を備えた人材を活用

することにより、日本からの短期派遣専門家は、日本の知見が必須と考えられる分野

（学校保健、IECなど）に限定する。また、研修効果を上エジプトに広く裨益させるた
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め、特にプロジェクト後半期間では、他県の代表者にTOTを実施し、カスケード方式で

各県に研修効果を裨益させる。この計画づくりも含めた研修を、中央が主導して指導す

ることにより、中央の能力強化のためのOJTともなる。さらに、他の開発パートナーに

よる関連プロジェクト（例：WHOによる「ヘルスプロモーティングスクールプロジェ

クト」）により育成された人材や教材を活用することにより、プロジェクトの効率性を

高めることが期待される。 
 
（４）インパクト 

上位目標達成に向けた仕掛けがプロジェクト活動の中に組み込まれていること、他ド

ナーによる中東地域周辺諸国を含む既存プログラムとの連携が行われた場合、相乗効果

が期待できることから、インパクトは大きいことが予測される。 
上エジプト地域は、ファユーム県を含めて全９県にて構成される。プロジェクト期間

中は主にタメイヤ郡の位置するファユーム県に焦点が当てられているものの、タメイヤ

郡の経験から得られる持続可能な実践的学校保健モデルを、ファユーム県以外の地にも

広めていく仕掛けが、成果３達成に向けた活動に含まれている。例えば、上エジプト地

域のファユーム県以外の県の学校医、学校看護師の代表が、将来各県における指導者・

講師となる立場の人材として、プロジェクト期間中に研修を受けることになっており、

カスケード方式による研修により多くの人材が育成されることが見込まれる。したがっ

て、プロジェクト後半からプロジェクト終了後に裨益していく最終受益者人口は、上エ

ジプト地域の小・中学生（約500万人程度）にまで膨らむことが期待される。 
また、ヘルスプロモーションスクールという実践的なモデルを他県に普及することを

目的として、国としての全国普及のアクションプランを策定することや、成果を他県や

他の開発パートナーに紹介・普及することを目的として、国レベルでのセミナー開催を

活動に入れている。さらに、保健医療スタッフの卒前教育カリキュラム改訂や職務の見

直しなど政策レベルへの影響を及ぼしつつ、広くポジティブなインパクトが広がる仕組

みを活動に含めることでプロジェクトのインパクトを担保している。さらに、「エ」国

内にとどまらず、WHOが99年より地域展開している“Health Promoting School”とも共

通項が多いことから、セミナーの共催等、同プログラムとの何らかの連携あるいは協働

が行われれば宣伝効果も大きいと予測され、周辺国までをも含むインパクトが期待でき

る。 
負のインパクトに関しては、現段階で具体的に予測されるものはない。 

 
（５）自立発展性 

以下に詳細を示すとおり、学校保健医療サービスの質の向上というプロジェクト目標

を達成する過程で、自立発展的なサービス提供メカニズムを作り出す活動を行うため、

プロジェクトそのものが自立発展性を担保する仕組みとなっており、自立発展性は高い

ことが予測される。 
１）組織的・制度的自立発展性 

組織的・制度的自立発展性に関しては、現時点では、モニタリング・指導監督機能

が十分に働いていない現状が示すように行政能力が高いとはいえないが、本プロジェ

クトを通じて、保健医療行政官の能力強化が図られ（有効性の項目参照のこと）、ま

た全国民に基礎的保健医療サービスを提供することを目標とするヘルスセクターリフ

ォーム政策にも支えられることにより、組織的・制度的な自立発展性を高めていくこ
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ととなる。 
２）技術的自立発展性 

技術的自立発展性については、上エジプト地域で実現可能な実践的モデルであるヘ

ルスプロモーションスクールの具体的な内容をつめていく作業そのものが、プロジェ

クトの活動内容となっている。学校保健医の配置が困難であったり、地理的な条件か

ら学校看護師による巡回が容易ではない学校や、生徒が治療を受けたくとも都市部に

設置された保健施設へのアクセスが難しい地域における学校保健の可能性について、

このタメイヤ郡でのパイロット活動を通して検討していくこととなる。自立発展的な

サービス提供メカニズムを作り出す活動をプロジェクト期間内に行うため、プロジェ

クト自体に自立発展性を担保する仕組みが組み込まれている。また、本プロジェクト

で強化しようとしている技能は、各トレーナーの行う研修に様々な形で横断的に活用

され得るものであり、技術的観点からの自立発展性は高いと判断される。 
３）財政的自立発展性 

財政的自立発展性について、ヘルスプロモーションスクールを広く全国に普及する

ための「エ」国内の予算配置は必ずしも楽観視することはできない。しかしながら、

実践的モデルを普及するために外部資金を獲得することに関して、保健人口省学齢期

児童健康部は前向きな姿勢を示していることに加え、上位目標達成のために組み込ま

れている「上エジプト地域への普及拡大のためのアクションプランづくり」という活

動の中で、具体的な財源を示す普及計画を策定することとなっている。プロジェクト

開始後は、自立発展性確保のために、財源となりうる具体的な外部資金などを検討す

ることが課題となる。 
 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 
「エ」国においては、依然として教育におけるジェンダー格差があり、特に貧しい上エジ

プト地域では、女性の識字率、初等・中等教育への就学率が低いうえ、ドロップアウト率も

女生徒のほうが高い。プロジェクトでは、研修や教材を開発する際、内容に社会・ジェンダ

ー配慮を含め、学校保健の観点から女児の就学促進の環境整備を行うとともに、指標となる

諸データの集計においても、男女別の数値を用いる。 
また「エ」国では、子どもの養育や世話は主に女性の役割とされているため、児童の健康

状態の改善には、母親の理解促進が必須である。上エジプト農村地域における女性の識字率

は高くないため、保護者へのキャンペーン等の啓発活動を実施する際は、絵や写真を活用し

た視覚的な教材を開発するなどの配慮が必要である。 
 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 
JICAが過去に実施した学校保健関連プロジェクトの分析から、学校保健の持続性と自立

発展性の確保には、①政策レベルにおける仕組みづくりの強化、②学校とコミュニティの連

携強化、③学校保健実施のためのマネジメント能力（モニタリング・指導監督を含む）の強

化が重要であり、これらへの包括的な取り組みの必要性が指摘されている。本プロジェクト

ではプロジェクト実施期間中に、プロジェクト終了後もヘルスプロモーションスクールが普

及されるよう、外部資金の調達を含めたアクションプランを中央レベルで策定し、継続した

学校保健をめざすとともに、学校保健関連人材の能力強化、保護者からの支援を強化するな

どの活動を盛り込んでおり、過去の類似プロジェクトからの教訓を積極的に活用している。
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８．今後の評価計画 
中間評価：2010年５月頃 
終了時評価：2012年３月頃 
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